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洲本市　大野地区の菜の花畑

■預金・積金
少子高齢化や人口減少などの地域特性がありながらも、多様化する顧客
ニーズを把握し、渉外担当者による訪問活動などを通じたきめ細かなサー
ビスの充実に努めました。また、地域貢献の一環として実施した特別定期
預金の取り扱いなどにより、期末残高は257,864百万円となりました。

■損益状況
厳しい市場環境の下、収益力強化のため資金の効率的運用やコストの削減
等に努力いたしました結果、資産の健全化を図るための適正な貸倒引当金
の引当を実施したうえでの経常利益は385百万円、当期純利益は351
百万円となりました。

■貸　出　金
新型コロナウィルス感染症や人口減少等の要因により地域経済が停滞する
中、中小企業・小規模事業者へのコロナ禍のための資金繰り支援や、創
業・新事業開拓支援、成長分野への支援強化、そして取引先企業の経営改
善・事業再生・業種転換等への支援に尽力いたしました結果、期末残高は
108,723百万円となりました。

■組合員・出資金
期末組合員数は32,842人となり、出資金は1,298百万円となりました。

事業の概況

貸借対照表 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

2021 年 3 月期の業績概況

財務諸表

科 目
（ 負 債 の 部 ）

金　　　　　　　　額

2019 年度 2020 年度

科 目
（ 資 産 の 部 ）

金　　　　　　　　額

2019 年度 2020 年度

預 金 積 金

当 座 預 金

普 通 預 金

貯 蓄 預 金

通 知 預 金

定 期 預 金

定 期 積 金

その他の預金

借 用 金

借 入 金

そ の 他 負 債

未決済為替借

未 払 費 用

給付補塡備金

未払法人税等

前 受 収 益

払 戻 未 済 金

職 員 預 り 金

リ ー ス 債 務

その他の負債

賞 与 引 当 金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

その他の引当金

繰 延 税 金 負 債

再評価に係る繰延税金負債

債 務 保 証

負 債 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

出 資 金

普 通 出 資 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

特 別 積 立 金

（うち経営安定化積立金）

当期未処分剰余金

組合員勘定合計

その他有価証券評価差額金

土地再評価差額金

評価・換算差額等合計

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

239,661,508

5,216,561

52,313,036

29,267

409,188

173,846,117

6,897,110

950,226

10,789,000

10,789,000

691,700

29,504

248,937

2,350

25,612

56,239

2,028

175,932

67,523

83,571

53,112

607,359

62,864

50,080

366,169

104,701

687,589

253,074,086

2019 年度

1,292,798

1,292,798

11,535,021

1,291,651

10,243,370

9,150,000

（3,600,000）

1,093,370

12,827,819

1,389,004

62,344

1,451,349

14,279,169

267,353,255

257,864,837

7,058,147

66,045,621

30,561

259,437

176,821,420

6,699,530

950,118

36,932,000

36,932,000

724,607

25,400

221,497

1,730

9,310

44,872

1,391

206,478

131,952

81,974

54,542

565,901

76,289

73,534

772,726

104,739

657,300

297,826,479

2020 年度

1,298,141

1,298,141

11,834,923

1,292,798

10,542,125

9,450,000

（3,900,000）

1,092,125

13,133,064

2,389,903

62,306

2,452,210

15,585,275

313,411,754

現 金

預 け 金

有 価 証 券

国 債

地 方 債

社 債

株 式

その 他 の 証 券

貸 出 金

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

そ の 他 資 産

未決済為替貸

全信組連出資金

前 払 費 用

未 収 収 益

その 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

ソ フト ウ ェ ア

その他の無形固定資産

債 務 保 証 見 返

貸 倒 引 当 金

（うち個別貸倒引当金）

資 産 の 部 合 計

2,626,798

104,752,453

94,189,448

9,368,310

8,181,676

44,523,754

354,661

31,761,046

108,723,518

214,483

5,347,903

101,210,161

1,950,970

1,604,452

9,316

1,111,000

32

274,288

209,813

1,917,240

61,346

1,463,293

131,952

175,563

85,084

29,271

20,661

8,609

657,300

△ 1,088,728

（△ 997,129）

313,411,754 

2,096,151

71,378,294

91,599,194

8,461,010

8,317,683

42,348,449

364,637

32,107,415

99,437,011

508,236

7,192,269

89,135,793

2,600,711

1,588,215

10,832

1,111,000

―

245,968

220,413

1,677,610

69,795

1,465,528

67,523

―

74,762

36,575

23,586

12,988

687,589

△ 1,147,387

（△ 1,017,473）

267,353,255 
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貸借対照表注記
１．�記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。なお、以下の注記については、
表示単位未満を切り捨てて表示しています。

２．�有価証券の評価は、その他有価証券のうち時価のあるものについては事業年度末の市
場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価を把握
することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法又は償却
原価法により行っています。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資
産直入法により処理しています。

３．デリバティブ取引の評価は時価法により行っています。

４．�土地の再評価に関する法律（平成10年法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価
を行っています。なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再
評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再
評価差額金」として純資産に計上しています。

　　◯再評価を行った年月日　　　　　　　　　　平成14年3月31日
　　◯当該事業用土地の再評価前の帳簿価額　　　 1,056百万円
　　◯当該事業用土地の再評価後の帳簿価額　　　 1,223百万円
　　◯同法律第3条第3項に定める再評価の方法　　�土地の再評価に関する法律施行令（平

成10年政令第119号）第2条3号に定め
る固定資産税評価額に基づき算出

　　◯同法律第10条に定める再評価を行った事
　　　業用土地の決算期における時価の合計額と
　　　当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の
　　　合計額との差額	 781百万円

５．�有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4月1日
以後に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用しています。
また、主な耐用年数は次のとおりです。

　　◯建　物　　　 　8年　～　50年
　　◯その他　　　　 2年　～　20年

６．�無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しています。な
お、自組合利用のソフトウェアについては、組合内における利用可能期間（5年）に基
づいて償却しています。

７．�所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、
リース期間を耐用年数とした定額法を採用しています。なお、残存価額については、
リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のもの
は零としています。

８．��貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しています。
　　�破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」と
いう）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という）
に係る債権については、下記直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び
保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しています。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認めら
れる債務者（以下「破綻懸念先」という）に係る債権については、債権額から担保の
処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち債務者の支
払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しています。上記以外の債権について
は、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸
倒実績率等に基づき引当てています。
全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び本部審査部が第１次・２
次の査定を実施し、当該部署から独立した本部監査部が第３次査定を行い、その査定
結果に基づいて上記の引当を行っています。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担
保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込
額として債権額から直接減額しており、その金額は1,698百万円です。

　
９．�賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額
のうち、当事業年度に帰属する額を計上しています。

10．�退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しています。
なお、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合型
厚生年金基金）を採用しています。当該企業年金制度に関する事項は次のとおりで
す。

(１) 制度全体の積立状況に関する事項（令和2年3月31日現在）
年金資産の額	 326,130百万円
年金財政計算上の数理債務の額と	 282,169百万円
最低責任準備金の額との合計額
差引額	 43,960百万円

(２) 制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
         （自 平成31年4月1日　至 令和2年3月31日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1.421％
(３) 補足説明

年金財政計算上の過去勤務債務残高は20,484百万円です。本制度における過去勤務
債務の償却方法は期間12年の元利均等償却であり、当組合は当期の計算書類上、特
別掛金28百万円を費用処理しています。

11．�役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退
職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計
上しています。

12．�睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請
求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、必要と認める額
を計上しています。

13．�偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支出に備えるため、将来の負担金支出
見込額を計上しています。

14．消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によります。

15．有形固定資産の減価償却累計額は2,342百万円です。

16．貸出金のうち、破綻先債権額は57百万円、延滞債権額は 5,333百万円です。
　　�なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその
他の事由により、元本又は利息の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計
上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」と
いう。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイから
ホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金です。

　　�また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営
再建又は支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金で
す。

17．貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は969千円です。
　　�なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から3ヵ月

以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。

18．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は196百万円です。
　　�なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利とな
る取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しない
ものです。

19．�破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は
5,588百万円です。なお、16．から19．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額
です。

20．�手形割引により取得した銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形の額面金額は、214
百万円です。

21．担保に提供している資産は、次のとおりです。
　　　担保提供している資産	 預け金	 20,600百万円
	 有価証券	 28,718百万円
　　　担保資産に対応する債務	 借用金	 36,932百万円
　　�上記のほか、公金取扱い、為替取引及び日本銀行歳入復代理店取引のために預け金
5,057百万円を担保として提供しています。

22．出資1口当たりの純資産額は6,002円92銭です。

23．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針
	 当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っています。
	 �そのため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管

理(ALM)をしています。
（２）	金融商品の内容及びそのリスク
	 当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
	 �有価証券は主に債券、投資信託及び株式であり、純投資目的で保有しています。こ

れらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに
晒されています。

	 �一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されています。
また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されています。

（３）	金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスクの管理

　　　�当組合は与信信用リスク管理規程等に基づき、貸出金について個別案件ごとの貸
出審査、大口貸出先、業種別貸出状況等の他、問題債権への対応など信用リスク
管理に関する体制を整備し、運営しています。

　　　�これら信用リスクの管理は、各営業店のほか審査部が行っていますが、特に大口
貸出先・問題債権先については経営陣等で構成された特別審査委員会を6ヵ月毎に
開催し、与信管理に努めています。また、経営会議、理事会にも定期的に報告の
うえ審議等を行っています。

　　　�有価証券の発行体の信用リスクに関しては、資金証券部において信用情報や時価
を定期的に把握することにより管理しています。

②　市場リスクの管理
(ⅰ)　金利リスク、為替リスク、株価リスクの管理

当組合は、市場リスク管理規程に基づき変動リスクを管理しています。市場リス
ク管理規程の要領において、円金利、外貨金利、為替、株価による感応度や最大
予想損失額VaRの算出等により管理しています。
�また、算出したリスクを毎月経営会議に報告のうえ、対応等につき協議していま
す。

(ⅱ)　価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、資金運用基準、年度運用方針に
基づき行っています。
このうち、資金証券部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資
限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて価格変動リスクの軽減を
図っています。また、これらの情報を経営会議に報告のうえ、対応等につき協議
しています。

(ⅲ)　市場リスクに係る定量的情報
当組合では「有価証券」のうち市場価格に基づく価額がある商品の市場リスク量
をVaRにより月次で計測し、算出したリスク量を毎月経営会議に報告のうえ、対
応等につき協議しています。
当組合のVaRは分散・共分散法（保有期間240日、信頼区間99%、観測期間5
年）にて算出しており、令和3年3月31日現在の市場リスク量は2,519百万円で
す。
なお、当組合ではバックテスティング（1日のVaRと1日の期間損益の比較）を実
施し、モデルの正当性を検証しています。ただし、VaRは過去の相場変動をベー
スに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、前提条
件や算定方法等によって異なる値となります。また、その値は前提条件等に基づ
いて算定した統計的な値であり、最大損失額の予測を意図するものではありませ
ん。さらに、将来の市場の状況は過去とは大幅に異なることがあり、通常では考
えられないほど市場が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があり
ます。

③　資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　　�当組合はALMを通して、適時に資金管理を行うほか、支払準備額残高管理、大口

資金移動連絡等により流動性リスクを管理しています。
（４）	金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
	 �金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算出された価額が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件
等を採用しているため、異なる前提条件等による場合、当該価額が異なることもあ
ります。なお、一部の金融商品のうち貸出金、預金積金、預け金については簡便な
計算により算出した時価に代わる金額を含めて開示しています。

財務諸表
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24．金融商品の時価等に関する事項
　　�令和3年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりで
す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表に含め
ていません。また、重要性の乏しい科目については記載を省略しています。

（＊1）�預け金、貸出金、預金積金、借用金の「時価」には、「簡便な計算により算
出した時価に代わる金額」が含まれています。

（＊2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。

　（注１）金融商品の時価等の算定方法
　  金融資産
（１）預け金
	 �満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としています。満期のある預け金については、市場金利で割り
引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなしています。

（２）有価証券
	 �株式は取引所の価格又は証券会社から提示された参考時価によります。債券は取

引所の価格又は売買参考統計値、各証券会社から提示された参考時価によります。
投資信託は、取引所の価格又は基準価格によります。

	 なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項は25.に記載しています。
（３）貸出金
	 �貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び

個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法によ
り算出した時価に代わる金額として記載しています。
①　�6カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権についてはそ
の帳簿価額としています。

②　�①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を
市場金利（LIBOR、SWAP等）で割り引いた価額を時価とみなしています。

　  金融負債
　（１）預金積金
	 �要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価

とみなしています。定期預金の時価は、一定の金額帯および期間帯ごとに将来
キャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を一種類の市場金利（LIBOR、
SWAP等）で割り引いた価額を時価とみなしています。

　（２）借用金
	 借用金については、当該帳簿価額を時価としています。

　（注２）�時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

（＊1）�非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難
と認められることから時価開示の対象としていません。

（＊2）�組合出資金（全信組連出資金等）のうち、組合財産が非上場株式など時価を
把握することが極めて困難と認められるもので構成されているものについて
は、時価開示の対象としていません。

　（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額　 （単位：百万円）

（＊）�貸出金のうち、当座貸越は含めていません。また、預け金及び有価証券のうち、
期間の定めがないものは含めていません。

　（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額　　 （単位：百万円）

（＊）預金積金のうち、要求払預金は「1年以内」に含めています。

25．�有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりです。これらには「国債」、「地方
債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれています。以下27.まで同様です。

（１）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（２）満期保有目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（３）子会社・子法人等株式及び関連法人等株式に区分した有価証券はありません。

（４）その他有価証券　　　　　　　　　　　　　         　　　          
	 　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　　　　 　 （単位：百万円）

　

（注）1．�貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価を計
上しています。

　　2．�その他保有目的の債券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比し下落
している場合で、今後更なる信用リスクの増大が予想される場合には、当該
時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当該事業年度の
損失として処理しています。なお、当事業年度における減損処理額は 76
百万円です。

26．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりです。                    （単位：百万円）

　27．その他有価証券のうち満期があるものの期間毎の償還予定額は次のとおりです。　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                 （単位：百万円）

28．�当座貸越契約は、顧客から融資実行の申し出を受けた場合に契約上規定された条件に
ついて違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約です。これ
らの契約に係る融資未実行残高は、4,486百万円です。このうち原契約期間が1年以内
のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが1,884百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行
残高そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあ
りません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由
があるときは、当組合が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をす
ることができる旨の条件が付けられています。また、契約時において必要に応じて不動
産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている当組合内手
続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置
等を講じています。

29．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりです。
　　                                              （単位：百万円）      繰延税金資産　　　　　　　　　　
　　　貸倒引当金損金算入限度額超過額	 495
　　　退職給付引当金損金算入限度額超過額	 157
　　　減価償却損金算入限度額超過額	 61
　　　有価証券償却	 22
　　　減損損失	 31
　　　その他	 80
　　繰延税金資産小計	 849
　　　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額	 △698
　　評価性引当額小計	 △698
　　繰延税金資産合計	 151

　　繰延税金負債
　　　その他有価証券評価差額金	 924
　　繰延税金負債合計	 924
　　繰延税金負債の純額	 772

30．�追加情報
当組合は、店舗の不動産賃貸借契約に基づき、店舗閉鎖時における原状回復に係る債
務を有していますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来、店
舗を閉鎖する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができませ
ん。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

（単位：百万円）

神戸市　須磨浦山上遊園から見える明石海峡

金融資産 貸借対照表計上額 時 　 価 差 額
（1）預け金　　　（＊1）

うち譲渡性預け金
（2）有価証券

その他有価証券
（3）貸出金　　　（＊1）

　貸倒引当金（＊2）

104,752
―

94,122
94,122
108,723
△1,088
107,634

104,906
―

94,122
94,122
112,311
△1,088
111,222

154
―

　　―
―

3,588
―

3,588
金融資産計 306,510 310,252 3,742
金 融 負 債 貸借対照表計上額 時 　 価 差 額

（1）預金積金　　（＊1）
（2）借用金　　　（＊1）

257,864
36,932

258,081
36,932

216
―

金融負債計 294,796 295,013 216

区　　分 1年以内 1 年 超
5年以内

5 年 超
10年以内 10 年 超  

債 　 券 5,507 19,104 10,314 26,343
国　債 502 2,045 200 6,620
地方債 ― 1,734 ― 6,446
社　債 5,004 15,323 10,113 13,276

投資信託 197 1,561 1,443 522
そ の 他 1,901 16,958 3,961 2,374
合 　 計 7,606 37,624 15,719 29,240

区　分 1年以内 1 年 超
5年以内

5 年 超
10年以内 10年超

預金積金（＊）
借用金

215,664
23,917

42,199
　  13,015

ー
ー

ー
ー

合　計 239,581 55,214 ー ー

区　　　分 種　類 貸借対照表
計 上 額 取得原価 差　額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株 　 式 34 32 2
債 　 券 52,888 50,580 2,308
 国　債 8,293 7,740 552
 地方債 8,181 7,540 641
社　債 36,413 35,299 1,114

そ の 他 23,875 22,649 1,226
小 　 計 76,799 73,261 3,537

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株 　 式 253 270 △16
債 　 券 9,185 9,308 △123
国　債 1,075 1,093 △18
地方債 ― ― ―
社　債 8,109 8,215 △105

そ の 他 7,885 7,967 △82
小 　 計 17,323 17,546 △223

合　　　計 94,122 90,808 3,314

売 却 額 売 却 益 売 却 損
591 46 ―

区　　　　　　　分 貸借対照表計上額
非上場株式（＊１）
組合出資金（＊２）

合　　　　　　　計

66
1,112

1,179

区　分 1年以内 1 年 超
5年以内

5 年 超
10年以内 10年超

預け金（＊） 102,252 1,500 1,000 ー
有価証券（＊） 7,606 37,624 15,719 29,240
その他有価証券の
うち満期があるもの 7,606 37,624 15,719 29,240

貸出金（＊） 6,892 13,552 31,728 54,599
合　　計 116,750 52,676 48,448 83,839
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淡路市　コウノトリの親鳥と雛
ひな

の「淡夢」

   損益計算書       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）
損益計算書注記
１．�記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。なお、以下の注記については、表示単位
未満を切り捨てて表示しています。

２．出資１口当たりの当期純利益は135円34銭です。
３．�次の固定資産の資産グループについては、赤字の継続により投資額の回収が見込まれないこと
から、帳簿価格を回収可能価格まで減損し、当該減少額2百万円を減損損失として特別損失に
計上しています。

また、無形固定資産のうち、廃止店舗に係る不活動電話加入権４百万円を減損損失として特別損失
に計上しています。

法定監査の状況
当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第５条の８第３
項に規定する「特定信用協同組合等」に該当していますので、「貸借対
照表」「損益計算書」「剰余金処分計算書」等につきましては、会計監
査人である「なぎさ監査法人」の監査を受けています。

財務諸表の適正性及び内部監査の有効性
私は当組合の2020年4月1日から2021年3月31日までの第69期の事業
年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書の適正性、
及び同書類作成に係る内部監査の有効性を確認いたしました。
   

2021 年 6月 26日

淡  陽  信  用  組  合  

　   理事長　山本 英博

剰余金処分計算書  　　　　  （単位：千円）

財務諸表

	 科　　　目	  2019 年度	  2020 年度

	 科　　　目	 2019 年度	 2020 年度
当 期 未 処 分 剰 余 金
剰 余 金 処 分 額

出 資 に 対 する配 当 金

利 益 準 備 金
経 営 安 定 化 積 立 金

繰 越 金（ 当 期 末 残 高 ）

1,092,125
356,726
51,382
（年 4％）
5,343

300,000
735,399

1,093,370
352,291
51,145
（年 4％）
1,146

300,000
741,078

場　所 用　途 種　類 減損損失（千円）
兵庫県洲本市
兵庫県淡路市

―
店舗外現金自動設備

土地
土地・建物

981
1,381（内土地 1,254）

3,345,061 
2,995,844 
1,995,388 
90,567 
871,777 
38,110 
194,394 
84,419 
109,975 
7,535 
2,840 
4,695 

147,286 
129,879 
16,128 
1,279 

2,930,542 
142,197 
139,435 
1,831 
35 
894 

321,169 
26,064 
295,105 
31,996 
29,962 
2,033 

2,349,863 
1,582,521 
734,920 
32,421 
85,315 
114,204 

―
511 
568 

△ 29,968
414,519 
5,216 
2,755 
2,461 

409,302 
54,893 
74,542 

―
129,436 
279,866 
813,504 
1,093,370

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益
貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
有価証券利息配当金
その他の受入利息

役 務 取 引 等 収 益
受 入 為 替 手 数 料
その他の役務収益

そ の 他 業 務 収 益
国債等債券売却益
その他の業務収益

そ の 他 経 常 収 益
償 却 債 権 取 立 益
株 式 等 売 却 益
その他の経常収益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用
預 金 利 息
給付補塡備金繰入額
借 用 金 利 息
その他の支払利息

役 務 取 引 等 費 用
支 払 為 替 手 数 料
その他の役務費用

そ の 他 業 務 費 用
国 債 等 債 券 償 却
その他の業務費用

経 費
人 件 費
物 件 費
税 金

そ の 他 経 常 費 用
貸倒引当金繰入額
貸 出 金 償 却
株 式 等 売 却 損
そ の 他 資 産 償 却
その他の経常費用

経 常 利 益
特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税・住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 還 付 税 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ）
当 期 未 処 分 剰 余 金

3,282,668 
2,956,057 
1,907,483 
105,233 
896,626 
46,714 
183,905 
81,037 
102,867 
27,121 
23,818 
3,303 

115,584 
73,221 
22,645 
19,717 

2,897,350 
136,833 
134,222 
1,555 
66 
989 

290,241 
24,390 
265,851 
79,571 
77,595 
1,976 

2,302,489 
1,551,692 
717,651 
33,146 
88,213 
△ 2,112

98 
―
187 

90,040 
385,318 
8,242 
1,499 
6,742 

377,075 
9,631 
19,171 
2,774 
26,029 
351,046 
741,078 
1,092,125


